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２．中心市街地の位置及び区域 

［１］位置 

草津市の中心市街地は、江戸時代には東海道・中山道沿いの宿場町として、形成された。明治時代

には鉄道草津駅が宿場町に隣接する形で開業し、宿場町との間に商店街が形成され、人口や商業機能

の集積が進んだ。近年、大学の立地や JR 南草津駅の開業により、JR 南草津駅と JR 草津駅とで二分

する形でまちが形成されているが、JR 南草津駅は現在進行形で開発が進んでおり、今後も活性化が

予想される。一方で、JR 草津駅周辺は高層マンション等の建設により人口は増えているものの、古

くからの商店街は衰退傾向にあり、昔からの草津市の顔が失われつつある。 

このように、東海道と中山道の分岐・合流点であった交通の拠点としての歴史文化的な背景を持ち、

行政、観光、商業など様々な都市機能が集積した地域でありながら、草津市の顔となるにぎわいが今

失われつつあることから、この JR 草津駅を中心とした地区を当該計画における中心市街地として設

定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

草津市中心市街地区域 

 

●図 2-1 草津市における中心市街地の位置 
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［２］区域 

【商店街を中心とした小売商業店が集積する区域】 

既存の商店街独自の事業による活性化だけでなく、大規模商業施設との連携も含んだ活性化に取り

組んでいくため、旧計画区域であった JR草津駅東側に加え、JR草津駅西側や大規模商業施設を含ん

だ小売業者が集積するエリアによって区域設定を行った。 

【草津市の特長である草津川跡地を活かした区域】 

本市中心市街地の最大の特長は草津川跡地に隣接していることであり、草津市らしい活性化に取り

組むためにも今後進んでいく草津川跡地の事業とも連携した区域設定を行った。 

以上のような区域の考え方に基づき、JR草津駅を中心とした約 197haを区域とする。 

 

 

  

●図 2-2 用途地域図に照らした中心市街地 

JR東海道本線中心線 

国道 1号中心線 

草津川境界 

JR東海道本線中心線 

草津川跡地境界 

主要地方道草津守山線中心線 

用途地域界 

用途地域界 

用途地域界 

用途地域界 
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［３］中心市街地要件に適合していることの説明 

要 件 説 明 

第 1号要件 

当該市街地に、相

当数の小売商業者が

集積し、及び都市機

能が相当程度集積し

ており、その存在し

ている市町村の中心

としての役割を果た

している市街地であ

ること 

〇中心市街地の小売商業の店舗数及び売り場面積の全市に対するシェアが高く、

小売商業者が集積している。また、中心市街地には全市の約 1/4の公共施設が

立地している。 

 

①小売商業の集積 

・中心市街地の全市に対する小売商業のシェアについてみると、年々低下傾向に

あるが、店舗数は 17.4％、売り場面積では 44.8％を占めており、中心市街地

の範囲に小売商業が集積している。 
《中心市街地の小売業店舗数の対全市シェア》 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 資料：平成 19年以前の数値は「商業統計」、平成 24年の数値は「経済センサス」

を使用 

 
《中心市街地の小売業売り場面積の対全市シェア》 

 

 

 

 

 

 

 
資料：商業統計 

 

 

②公共施設の集積 

・全市には 149 施設の公共施設があるが、そのうち中心市街地には 39 施設

（26.2％）が立地している。 
《中心市街地内の公共施設数》 

 全市 中心市街地 

市関係 73施設 22施設 

県関係 18施設 3施設 

学校関係 44施設 8施設 

警察・消防・防災関係 7施設 2施設 

国関係 6施設 3施設 

その他 1施設 1施設 

合計 149施設 39施設 
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第 2号要件 

 当該市街地の土地

利用及び商業活動の

状況等からみて、機

能的な都市活動の確

保又は経済活力の維

持に支障を生じ、又

は生ずるおそれがあ

ると認められる市街

地であること 

〇中心市街地の小売店舗数は、減尐傾向にある。また、年間商品販売額もここ 5

年は減尐傾向にある。また、年々、空き店舗や空き地が増加しており、商店街

としての連続性が欠けつつある。 

②年間商品販売額の減尐 

・中心市街地の小売業年間販売額は、平成 9 年から平成 14 年にかけて増加した

ものの、平成 19 年には減尐に転じている。また、対全市シェアは、平成 9 年

から平成 19 年の 10年間で 9 ポイント低下している。 

 
《中心市街地の年間商品販売額の対全市シェア》 

 

 

 

 

 

 

 
資料：商業統計 

 

 

 

②空き店舗の増加 

・中心市街地の空き店舗数が年々増加しており、商店街の活力低下の大きな要因

となっている。 

 
《中心市街地の商店街の空き店舗の推移》 

 

 

 

 

 

 

 
資料：商工会議所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

※上図の調査対象商店街：本四、本陣、夢大路、北中町、草津一番街 

（20 店舗以上が道路に隣接し、商店街区域を形成している商店街） 
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第 3号要件 

 当該市街地におけ

る都市機能の増進及

び経済活力の向上と

総合的かつ一体的に

推進することが、当

該市街地の存在する

市町村及びその周辺

の地域の発展にとっ

て有効かつ適切であ

ると認められること 

〇本市は、滋賀県第２位の人口規模を有する都市であるとともに、大手企業や大

学が立地するなど、湖南の経済、文化学術の拠点としての役割を担っている。 

〇また、JR 東海道線・草津線のほか、名神・新名神高速道路、国道１号・バイパ

スの結節点であり、交通の要衝としての役割を果たしている。 

〇中心市街地の位置づけ及び活性化の取組みは、以下に示す上位計画と整合して

おり、既存の都市機能やストックの活用により中心市街地の活性化を図ること

は、本市のみならず周辺市町村も含む広域圏の発展に有効かつ適切である。 

 

《第５次草津市総合計画》 

第 5 次草津市総合計画では、対

象地区を、まちなかゾーンのにぎ

わい拠点に位置付けている。 

まちなかゾーンでは、“都心部”

として、商工業施設、業務オフィ

ス、文化・レクリエーション施設、

官公署などの集約化を誘導するゾ

ーンと位置付け、JR 草津駅周辺

を、にぎわいをつくる拠点として

いる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

《草津市都市計画マスタープラン》 

草津市都市計画マスター

プランでは、対象地区を、北

部中心核に位置付け、今後、

居住機能の充実を図りつつ、

医療、福祉、健康、行政、文

化機能の立地を促進し、徒歩

を基調とする生活圏の形成

を目指すこととしている。 
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３．中心市街地の活性化の目標 

[１] 中心市街地活性化の３つの方針と目標 

本市の中心市街地最大の強みである草津川跡地の広大なオープンスペースや駅周辺に集積してい

る大型商業施設の集客力、駅から歩いて行ける運動公園、近年京都を中心にまちなか観光の重要な要

素となっている町家を代表とする歴史的建造物、地域やＮＰＯ等による活発な市民活動等、豊富な「地

域資源」を最大限に活用し、これまでの総花的な事業展開ではなく、「選択と集中」による戦略的か

つ効果的な事業展開を進めるため、中心市街地区域の中で重点的に活性化するポイントとして以下の

３つの方針と目標を設定する。 

 

□まちの強みをいかし、拠点形成とそのネットワーク化を図る 

中心市街地が有する地域資源を活かした拠点づくりにより、中心市街地への集客性を高め

るとともに、それら拠点間を繋ぐ魅力的な歩行者空間の形成により、中心市街地全体のにぎ

わいの創出を図る。 

□草津の活力を生み出す新たな事業者を創出する都市環境の形成を図る 

中心市街地内の低未利用地や草津川跡地において、民間による新たな魅力的な商業サービ

ス機能を創出するとともに、商店街の空き店舗や町家などを再生・活用することにより、新

たな事業者を呼び込む仕掛けづくりを行い、若年世代にとっても魅力的な中心市街地の形成

を図る。 

□「子ども」から「お年寄り」までの暮らしを支えるコミュニティや都市機能の強化を図る 

今後、急増することが予想される市内の高齢者の暮らしを支えるとともに、３０～４０歳

代の流入が多いまちとして、子育てを支援するための機能強化を図り、「子ども」から「お年

寄り」まで、草津に暮らして良かったと思える中心市街地の形成を図る。 

 

課
題
解
決
の
方
針 

活
性
化
の
目
標 

まちの強みをいかし、拠点形

成とそのネットワーク化を

図る 

 さらなる集客を図る拠点を

形成することが必要 

 来訪者の滞在時間を延長す

るための回遊性を高めるこ

とが必要 

 地域資源を活かした取り組

みが必要 

歩 い て 楽 し い 

回遊性の高いまち 

活 性 化 拠 点 を 結 ぶ 

都 市 機 能 の 再 構 築 

草津の活力を生み出す新た

な事業者を創出する都市環

境の形成を図る 

 魅力的な商業サービス機能

の創出が必要 

 新たな事業者を呼び込む仕

組みづくりが必要 

 意欲的な事業者同士が連携

できる仕組みづくりが必要 

個性的で魅力のある 

店舗が集積するまち 

地域 ニ ー ズ に 応 じ た 

戦略的な魅力店舗誘致 

「子ども」から「お年寄り」

までの暮らしを支えるコミ

ュニティや都市機能の強化

を図る 

 急増する高齢者の暮らしを

支える機能の強化が必要 

 若年層が多いまちとして子

育てを支援する機能の強化

が必要 
 市民や事業者などが、積極的

にまちづくりに取り組むた

めの仕組みが必要 

幅 広 い 世 代 が 

交 流 す る ま ち 

人口集中で希薄になりつつある 

地域コミュニティ再構築 
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[２] 目標達成に向けた事業展開の考え方 

中心市街地の活性化に向けて３つの目標を達成していくため、活性化区域においてどのような事業

展開を進めていくのかを整理し、事業展開の概念図を以下に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

[３] 計画期間 

平成２５年１２月～平成３１年３月（５年４ヶ月） 

① 立地を活かした集客拠点整備 

② 草津川跡地の整備 

③  歴史的な街並み整備 

④  通りの特長を活かした歩行空間整備 

⑤  イベント情報等の情報発信 

 など

歩 い て 楽 し い

回 遊 性 の 高 い ま ち

個 性 的 で 魅 力 の あ る

店 舗 が 集 積 す る ま ち

① 駅前の情報発信機能の強化 

② 低未利用地等を活かした商業店舗整備 

③  空き店舗等を活用した魅力店舗の誘致 

④  歴史的な街並みの再生と魅力店舗の誘致 

など

幅 広 い 世 代 が

交 流 す る ま ち

① 地域やＮＰＯ等の市民活動拠点づくり 

② 市民交流拠点としての草津川跡地の整備 

③ 市民・事業者・行政によるエリアマネジメ

ントの仕組みづくり 

④ 中心市街地の交通利便性の強化 

 など
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[４]数値目標の設定とその考え方 

中心市街地活性化の基本方針につながる３つの目標から、それぞれの達成状況を把握できる目

標指標と数値目標を定め、その数値に関するフォローアップを行うことを通して達成状況の進行

管理を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（1）「歩いて楽しい回遊性の高いまち」の評価指標の考え方 

指標１：歩行者通行量（人/日） 

①設定根拠 

「歩いて楽しい回遊性の高いまち」の実現に向けては、活性化拠点のみが活性化するのではなく、

拠点間を結ぶネットワーク化された活性化に取り組む必要がある。そのため、草津駅を中心とした中

心市街地エリア内の集客ポイントとなる活性化拠点とそれらを結ぶ回遊性の向上を数値で表す評価

指標の設定は必要である。また、その評価指標は市民に理解されやすく、かつ、継続的に測定できる

ものでなくてはならない。 

そこで、そのための評価指標として、過去に測定実績もあり、まちの回遊性を計るのに最適と考え

られる活性化拠点間の歩行者通行量（平日）を設定する。 

また、草津川跡地賑わい空間整備事業や（仮称）野村スポーツゾーン整備事業など活性化事業の中

には、平日だけでなく休日の集客も期待できることから、休日についても平日と同測定箇所 6地点の

歩行者通行量を測定する。なお、休日の通行量については、過去に測定実績がないため平成 30 年の

トレンド値を推計できないことから、参考として今後のフォローアップで活用していく。 

②目標指標 

＜現状数値：平成 24年＞11,067人／日 ⇒ ＜数値目標：平成 30 年＞11,709人／日以上 

③数値根拠  測定地点６箇所の数値の合計 

④測定時期  毎年８月の平日の１日 

⑤測定時間  午前１０時から午後８時までの１０時間 

活
性
化
の
目
標 

まちの強みをいかし、拠点形

成とそのネットワーク化を

図る 

歩 い て 楽 し い 

回遊性の高いまち 

草津の活力を生み出す新た

な事業者を創出する都市環

境の形成を図る 

個性的で魅力のある 

店舗が集積するまち 

「子ども」から「お年寄り」

までの暮らしを支えるコミ

ュニティや都市機能の強化

を図る 

幅 広 い 世 代 が 

交 流 す る ま ち 

歩 行 者 通 行 量 

空 き 店 舗 率 
福祉・文化・交流施設 

の 利 用 者 数 

目
標
指
標 

活
性
化
の
方
針 

 

（ 参 考 指 標 ） 

魅 力 の あ る 店 舗 数 
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⑥測定地点 

 

（２）「個性的で魅力のある店舗が集積するまち」の評価指標の考え方 

指標２：空き店舗率 

①設定根拠 

「個性的で魅力のある店舗が集積するまち」の実現に向けて、過去に測定実績がある空き店舗率を

評価指標として設定する。 

②目標指標 

＜現状数値：平成 24 年＞10.4% ⇒ ＜数値目標：平成 30 年＞9.5% 

  ※<平成 24年> 全店舗 724中、空き店舗 75 ⇒<平成 30年> 全店舗 724 中、空き店舗 69 

③数値根拠 

空き店舗率とは、現地における目視調査において、JR草津駅を中心とした中心市街地エリア内の全

ての店舗数に対する空き店舗数の割合である。 

 

参考指標：魅力ある新たな店舗の増加数 

①設定根拠 

「個性的で魅力のある店舗が集積するまち」の実現に向けて、中心市街地エリア内の空き店舗や空

き地を活用した個性的で魅力ある店舗の誘致に取り組む必要がある。これまでに草津市になかったよ

うな個性的で魅力ある店舗が誘致されることによって、集客拠点となり、まちの回遊性に寄不し、中
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心市街地の活性化にもつながると考えられる。 

そこで、そのための指標として、計画期間内に新たに出店する魅力ある店舗数を評価指標として設

定する。なお、この評価指標については、空き店舗率の目標指標を補完するとともに、明確な定義づ

けが難しく、過去のデータもないので、参考指標として設定する。 

②目標指標 

＜現状数値：平成 24 年度＞０（ゼロ）店舗 ⇒ ＜数値目標：平成 30年度＞18店舗 

①数値根拠 

魅力ある店舗とは、中心市街地活性化のため新たに出店する店舗のうち、中心市街地活性化協議会

及びまちづくり会社の選考などにより誘致した個性的で魅力ある店舗、及び来街者アンケートなど客

観的な指標に基づき選ばれた店舗とする。 

 

（３）「幅広い世代が交流するまち」の評価指標の考え方 

指標３：福祉・文化・交流施設の利用者数 

①設定根拠 

「幅広い世代が交流するまち」の実現に向けては、子どもからお年寄りまで様々な世代の市民がコ

ミュニティの中で生活し、交流できるような環境づくりに取り組む必要がある。そのため、中心市街地

エリア内の福祉・文化・交流施設が様々な世代の市民の活動拠点になることが望ましく、活動の活発度

を数値で表す評価指標を設定することが必要である。また、その評価指標は市民に理解されやすく、か

つ、継続的に測定できるものでなくてはならない。 

そこで、そのための評価指標として、過去に測定実績もあり、幅広い世代の交流を図るのに最適と

考えられる福祉・文化・交流施設の利用者数を設定する。 

なお、11 施設の中には市民だけでなく市外からも利用される施設があることから、市民利用の状

況をフォローアップするため、参考として市内と市外の利用者数を把握する。 

②目標指標 

＜現状数値：平成 23 年度＞448,760 人／年度 ↔ ＜数値目標：平成 30 年度＞538,512 人／年度 

③数値根拠 

市内の福祉・文化・交流施設（１１施設）の利用者数 

④対象施設 

福祉・文化・交流施設としては、全市的なまちづくり活動を支えるまちづくりセンターと人権センター、中心市街

地内の市民センターである草津市民センターと大路市民センター、野村運動公園内にある体育館、テニスコー

ト、グラウンド、及びコンサート等が開催され、市民が様々な文化に触れることができるアミカホール、草津宿の

歴史を市民のみならず市外の人にも伝える歴史関係施設などとして、国史跡草津宿本陣、草津宿街道交流館、

夢本陣の合計１１施設。 
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[５]具体的な数値目標の考え方 

（１）歩行者通行量（平日 10時間：午前 10時～午後 8時 6地点） 

「歩いて楽しい回遊性の高いまち」の実現に向けて、「中心市街地の中心にある JR 草津駅」と「活性化拠点

間」と「中心市街地エリアを東西に貫いている草津川跡地周辺」の歩行者通行量を増加させるため、計６地点を

歩行者通行量測定地点として選定する。 

具体的な測定地点は過去に商工会議所主催で行っており、過去からの経過のわかるものを選定している。 

また、草津川跡地賑わい空間整備事業や（仮称）野村スポーツゾーン整備事業など活性化事業の中

には、平日だけでなく休日の集客も期待できることから、休日についても平日と同測定箇所 6地点の

歩行者通行量を測定する。なお、休日の通行量については、過去に測定実績がないため平成 30 年の

トレンド値を推計できないことから、参考として今後のフォローアップで活用していく。 

 

ア．駅東エリア 

活性化拠点としてあげられる草津川跡地（マンポ周辺）と西友跡地の２拠点と JR 草津駅を結ぶ地点を測定

地点とする。具体的な測定地点として、草津川跡地～JR 草津駅では下図の①、②の２地点、西友跡地～草津

駅では③の１地点とする。 

イ．本陣周辺エリア 

江戸時代から草津の中心地である草津宿本陣周辺と草津駅を結ぶ地点を測定地点とする。具体的な測定

地点として、下図の④の１地点とする。 

ウ．駅西エリア 

活性化拠点としてあげられる野村運動公園やエイスクエアと JR 草津駅を結ぶ地点を測定地点とする。具体

的な測定地点として、下図の⑤の１地点とする。 

エ．草津川跡地周辺 

中心市街地エリアを東西につなぐ活性化拠点としてあげられる草津川跡地を測定地点とする。具体的な測

定地点として、下図の⑥の１地点とする。 
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【数値目標】 

・事業等により、平成２４年の現状数値 11,067 人／日を平成３０年の数値目標 11,709 人／日以上増加さ

せることにより、現状の通行量に対して 5.8%増やすことを目指す。 

・5.8%増やす根拠としては、郊外の大型店舗の影響を受ける前の平成 18 年から平成 30 年までの 12 年間

で減尐することを想定する（トレンド推計値）。平成 30 年から平成 42 年までの 12 年間で平成 18 年よりも高

い数値 13,000 人／日を回復させることを目指し、その通過点として平成 30 年は 5.8%増やすことを目標と

する。 

 

 

・5.8%増やす根拠としては、これまでの歩行者通行量が最大で、郊外の大型店舗の影響を受ける前の平成

18 年（12,529 人／日）よりも高い数値 13,000 人／日を、平成 42 年（次期総合計画想定期末時期）に回

復させることを目指し、その通過点として平成 30 年は 5.8%（11,709 人／日）増やすことを目標 

 

〔トレンド推計値〕 

・現状の 1,109 人／日の減尐で、約 10％減を推定 

＜現状数値：平成 24 年＞        ＜トレンド推計値：平成 30 年＞ 

11,067 人／日      ↔       9,958 人／日 

 

〔事業等による増加数の目標〕 

・平成 30 年トレンド推計値の 1,751 人／日以上の増加を目指す 

＜現状数値：平成 24 年＞        ＜数値目標：平成 30 年＞ 

０（ゼロ）人／日     ↔         1,751 人／日 

 

■数値目標の算出グラフ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

＜数値目標：平成 30 年＞ 

11,709 人／日以上 

＜現状数値：平成２４年＞ 

11,067 人／日 

 

H24 の歩行者通行量に対し

て約 5.8%を増やします。 

トレンド推計値

（平成 30年） 

1,751 人増加 

11,709 

9,958 

H24から 1,109人減 

※平成 30 年推計値は平成 18 年

から平成 24 年までの指数近似

で算出した。 

※平成 18 年～平成 20 年は 8 月

第一水曜日の 10:00～20:00。平

成 24 年は 8 月 29 日（最終水曜

日）の 10:00～20:00 に調査し

た。 
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各測定地点の過去のデータ（平成 18 年から平成 24 年までの推移）は以下のとおりである。 

平成 24 年時点の歩行者通行量の 6 地点合計は、11,067 人／日で、過去のデータを用いて、指数近似式

より、各地点の平成 30 年時点の歩行者通行量を推計すると、６地点合計が 9,958 人／日となる。平成 30 年

時点の歩行者通行量は平成 24 年時点よりも 1,109 人／日が減尐し、現状の約 10％減となる見込み。 

 

〔トレンド推計値〕 

・現状の 1,109 人／日の減尐で、約 10％減を推計 

＜現状数値：平成 24 年＞         ＜トレンド推計値：平成 30 年＞ 

11,067 人／日      ↔         9,958 人／日 

 

■６

測定地点歩行者通行量データ 

この平成30年トレンド推計値（9,958人／日）に活性化事業実施による歩行者通行量の増加量（1,751人／

日）を足し合わせて、数値目標の達成を目指す。 

 

２）歩行者通行量増加に影響を不える活性化事業 

〔事業等による増加数の目標〕 

・平成 30 年トレンド推計値の 1,751 人／日以上の増加を目指す 

＜現状数値：平成 24 年＞        ＜数値目標：平成 30 年＞ 

０（ゼロ）人／日     ↔       1,751 人／日以上 

 

■活性化事業実施に伴う歩行者通行量増加量の推計 

エリア、測定地点、主な活性化事業 歩行者通行量 

ア． 駅東エリアの一部と草津川跡地周辺――測定地点①②⑥ 

・草津川跡地賑わい空間整備事業  500 人／日 

・アニマート跡地賑わい空間整備事業  273 人／日 

773 人／日 

イ． 駅東エリアの一部――測定地点③ 

・（仮称）市民総合交流センター整備事業  142 人／日 

142 人／日 

ウ． 本陣周辺エリア――測定地点④ 

・（仮称）草津宿本陣歴史館整備事業  37 人／日 

・商店街空店舗テナントミックス事業  236 人／日 

273 人／日 

エ．駅西エリア――測定地点⑤ 54 人／日 

エリア 測定地点 H18年 H20年 H24年 H30年推計値 H24年～H30年増減
① 2,792 1,515 2,546 2,321 ▢ 225
② 3,954 3,048 2,970 2,225 ▢ 745
③ 1,927 2,199 1,546 1,241 ▢ 305

本陣周辺 ④ 1,240 1,506 1,389 1,555 166
駅西 ⑤ *1344 *1344 1,344 1,344 0
草津川跡地周辺 ⑥ *1272 *1272 1,272 1,272 0

9,913 8,268 11,067 9,958 ▢ 1,109
　　　　　        　(*印は、データがないためH24年の値を用いた) ↔約10％減尐

駅東

合計

*データがない、あるいは使えないため H24の値を用いた。 
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・（仮称）野村スポーツゾーン整備事業  54 人／日 

オ.全体エリア――測定地点①～⑥ 

・中心市街地エリアで行われるイベントなどを紹介する情報発信効果による

回遊性の向上に伴う歩行者通行量の増加  600 人／日 

600 人／日 

合 計 1,842 人／日 

    

 よって、1,842 人／日 ≧1,751 人／日となり、目標数値を達成する。  

歩行者通行量の増加につながる主な活性化事業ごとに、想定される入込客数、利用者数の考え方について、

以下にまとめる。 

 

ア．草津川跡地賑わい空間整備事業 【入込客数 30 万人増】 

草津川跡地に関する「草津川跡地賑わい空間整備事業」によって、草津川跡地にはカフェ等の飲食店や物

販店などの新たな店舗が立地したり、緑あふれる空間に整備された広場ではマルシェなどのイベントが開催され

たり、市民活動の場として利用されたり、新たな集客の拠点となることが想定される。これらの事業等による想定

年間入込客数は以下の通りである。 

 

草津川跡地賑わい空間整備事業の主な事業内容 

主な施設や事業内容 年間入込客数 

（人／年） 

カフェ等飲食、小売店、マルシェ、市民活動プログラム（園芸・スポーツなど）、

市民活動プログラム（自然学習など） 
30 万人 

※類似施設（大津市なぎさのテラス、福知山市ゆらのガーデン）の入数客数を参考に算出 

 ・市内・市外の利用者数の把握 

 

イ．（仮称）市民総合交流センター整備事業 【利用者数 4 万人増：全体 14.2 万人】 

草津駅東地区空閑地に建設予定の（仮称）市民総合交流センターには、既存施設である市立まちづくりセン

ターと人権センター等が移設され、新たに子育て支援機能や多世代交流機能、地域力発信機能等が設けら

れ、市民活動の新たな拠点となることが想定される。 

これらの新たに付加される機能のうち、子育て支援機能や多世代交流スペースなどが主な集客施設として

想定され、付加される機能による想定年間利用者数は以下の通りである。 

 

主な付加機能 
 

年間利用者数（人／年） 

多世代交流スペース、子育て

支援機能、レストラン、コンベン

ション機能、市社協など 

 各施設の想定利用者数の詳細は、右の

目標値を満たすよう草津駅東地区空閑地

土地利用計画にかかる検討会において検

討中である。 

4 万人 

※類似施設（つどいの広場「ぽかぽかタウン」、草津市社会福祉協議会）の入込客数を参考に算出 
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ウ．アニマート跡地賑わい空間整備事業 【入込客数 11.7 万人増】 

アニマート跡地を活用して実施されるテナントミックス事業では、草津駅前というアクセスを活かして、人々が

気軽に集まれるような緑を配置した都市の中の癒し空間として整備され、飲食と物販の６店舗が立地することを

想定している。これらの整備による想定入込客数は、以下の通りである。 

 

主な施設 店舗 年間入込客数（人／年） 

飲食店と物販店 6 11.7 万人 

※類似施設（大津市なぎさのテラス、福知山市ゆらのガーデン）の入込客数を参考に算出 

 

エ．（仮称）野村スポーツゾーン整備事業 【利用者数 5.4 万人増：全体 20.9 万人】 

野村運動公園を中心とした（仮称）野村スポーツゾーン整備事業では、既存の体育館の建替え等を想定し

ている。体育館は、アリーナ面積を現在の２倍程度に拡大し、これまでの利用者による利用機会の拡大に加え、

新たな活用方法の可能性も考慮していくことが想定される。これらの整備に伴い、現在の利用者が倍数的に増

加すると、以下のような利用者数を想定することができる。 

 

 

オ．（仮称）草津宿本陣歴史館整備事業 【入込客数 1.6 万人増】 

草津宿本陣に隣接して整備される草津宿本陣歴史館は、草津宿の歴史を今に伝える草津宿本陣をより親し

みやすいものとし、文化財としての付加価値を創出するために整備されるもので、主に展示スペースとして街道

文化の再現（伝統芸能）や本陣の歴史の紹介、情報発信等を行う施設整備を進めることが想定されている。 

 

■ 現 状 （ 平 成 21 年 度 か ら 平 成 23 年 度 ） に よ り 平 成 30 年 度 を 推 定

 

・市内・市外の利用者数の把握 

【（仮称）草津宿本陣歴史館整備事業による増加を推定】 

 

 展示や歴史紹介による情報発信機能により、年間 6,000 人の集客数を見込む。また、伝統芸能等のイベント

により、年間１,000 人の集客数を見込む。 

「草津川跡地賑わい空間整備事業」の入込客数約 30 万人／年のうち、3%（草津市観光入込客数のうち本

陣を訪れる割合１％に、歩いて行けることによる行きやすさのプラスアルファを見込む）が当施設を利用すると

想定すると、30 万×0.03＝9,000 人／年の増加となる。 

（※6,000＋1,000＋9,000＝16,000 人／年） 

面積等 利用者数（人） 面積等 利用者数（人）
体育館 1,207㎡ 54,339 →面積2倍→ 2,414㎡ 108,678 54,339
テニスコート 4面(2,681㎡) 22,337 - 4面(2,681㎡) 22,337 0
グラウンド 26,574㎡ 78,611 - 26,574㎡ 78,611 0
計 - 155,287 - 209,626 54,339

↓約15.5万人 ↓約5.4万人

整備前 整備後
施設 増加量

施設 Ｈ21年度 Ｈ22年度 Ｈ23年度 Ｈ30年度推計値

草津宿本陣 18,100 20,100 15,600 9,874

草津宿街道交流館 18,900 11,600 13,800 4,121

　計 37,000 31,700 29,400 13,995

※H30年度推計値は、H21年度からH23年度の指数近似で算出した。 ↓1.4万人
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よって、（仮称）草津宿本陣歴史館整備事業実施による年間利用者数は“1.6 万人”と想定され、平成 30 年

度の年間利用者数は、約 3 万人と想定される。 

（※1.４万＋1.6 万＝3 万人） 

 

カ．商店街空店舗テナントミックス事業など 【入込客数 10.1 万人増】 

商店街の空店舗を活用して実施されるテナントミックス事業では、空店舗の増加や売上額の減尐が続く商店

街に活気を取り戻すために賑わいを商店街全体に波及させるような魅力ある店舗が立地しやすい環境を整備

していくことで、カフェ等の飲食店が 2 店舗と物販店が 2 店舗立地することを想定している。また、波及効果とし

ての魅力店舗が創出されていくことで、カフェ等の飲食店が 1 店舗と物販店が1 店舗立地することを想定してい

る。これらの整備による想定入込客数は、以下のとおりである。 

 

施設 店舗 年間入込客数（人／

年） 

商店街空店舗テナントミックス事業カフェ等飲食、物販 4 10.1 万人 

波及効果としての魅力店舗創出によるカフェ等飲食、物販 2 

計 6 

※類似施設（大津市なぎさのテラス、福知山市ゆらのガーデン）の入込客数を参考に算出 

これらの事業による施設等の利用者がまちを回遊することによって、各測定地点の歩行者通行量が増加す

る。エリアごとに影響を受けると考えられる事業に基づき、平成 30 年の歩行者通行量を推計する。 

 

３）活性化事業実施に伴う歩行者通行量増加量の推計  

ア．駅東エリアの一部と草津川跡地周辺（草津駅～草津川跡地、草津川跡地周辺） 【773 人／日増】 

駅東エリアのうち、測定地点①、②のある草津駅～草津川跡地の歩行者通行量に影響を不える事業は、

「草津川跡地賑わい空間整備事業」や「アニマート跡地賑わい空間整備事業」である。また、これらの２事業は

測定地点⑥にも影響を不える事業であるため、ここでは、駅東エリアの一部と草津川跡地周辺をまとめて、測定

地点①、②、⑥について考えることとする。 

上記で述べた「草津川跡地賑わい空間整備事業」による年間入込客数約 30 万人について、利用交通機関

ごとの割合を自家用車等利用 50％・徒歩 50％、営業 300 日として歩行者通行量を 1 日あたりの人数に換算

すると、 

そのうち、測定地点①、②、⑥を通過する人の割合は 50％、往復で同じ道を通ると想定すると、 

年間入込客数約 30 万人の 50%／300 日＝約 500 人／日 

上記で述べた「アニマート跡地賑わい空間整備事業」による年間入込客数約 11.7 万人について、利用交通

機関ごとの割合を自家用車利用 30%・徒歩 70%、営業 300 日として歩行者交通量を 1 日あたりの人数に換算

すると、 

そのうち、測定地点①、②、⑥を通過する人の割合は 50%、往復で同じ道を通ると想定すると、 

年間入込客数約 11.7 万人の 70%／300 日＝約 273 人／日 

 

活性化事業実施に伴う測定地点①、②、⑥の増加量＝773 人／日 

（※500+273＝773 人／日） 



129 

 

イ．駅東エリアの一部（草津駅～草津駅東地区空閑地） 【142 人／日増】 

駅東エリアのうち、測定地点③のある草津駅～草津駅東地区空閑地の歩行者通行量に影響を不える事業

は、「（仮称）市民総合交流センター整備事業」である。 

各事業による年間利用者数増 4 万人と「市立まちづくりセンター」利用者数の平成 30 年ﾄﾚﾝﾄﾞ推計値 10.2

万人／年間について、利用交通機関ごとの割合を自家用車等利用 70％・徒歩 30％、開館・営業 300 日とし

て、歩行者通行量を１日あたりの人数に換算すると、（4＋10.2＝14.2 万人／年間） 

年間利用者数約 14.2 万人の 30％／300 日＝約 142 人／日 

そのうち、測定地点③を通過する人の割合は 50％、往復で同じ道を通ると想定すると、 

活性化事業実施に伴う測定地点③の増加量＝142 人／日 

※市立まちづくりセンターは、草津駅西口近隣から（仮称）市民総合交流センターに移転することから、測定

地点の新たな通行量として位置づける。 

 

ウ．本陣周辺エリア 【273 人／日増】 

本陣周辺エリアにある測定地点④の歩行者通行量に影響を不える事業は、「（仮称）草津宿本陣歴史館整

備事業」と「商店街空店舗テナントミックス事業」や「波及効果としての魅力店舗創出」である。 

上記で述べた「（仮称）草津宿本陣歴史館整備事業」による年間入込客数約 1.6 万人、及び「商店街空店

舗テナントミックス事業」や「波及効果としての魅力店舗創出」による年間入込客数約 10.1 万人について、利用

交通機関ごとの割合を自家用車等利用30％・徒歩70％、開館・営業300日として、歩行者通行量を１日あた

りの人数に換算すると、（1.6＋10.1＝11.7 万人／年間） 

年間入込客数約 11.7 万人の 70％／300 日＝約 273 人／日 

そのうち、測定地点④を通過する人の割合は 50％、往復で同じ道を通ると想定すると、 

活性化事業実施に伴う測定地点④の増加量＝273 人／日 

 

エ．駅西エリア 【54 人／日増】 

駅西エリアにある測定地点⑤の歩行者通行量に影響を不える事業は、「（仮称）野村スポーツゾーン整備事

業」である。 

上記で述べた各事業による年間入込客数約 5.4 万人について、利用交通機関ごとの割合を自家用車等利

用 70％、徒歩 30％として、歩行者通行量を１日あたりの人数に換算すると、 

年間利用者数約 5.4 万人の 30％／300 日＝約 54 人／日 

そのうち、測定地点⑤を通過する人の割合は 50％、往復で同じ道を通ると想定すると、 

活性化事業実施に伴う測定地点⑤の増加量＝54 人／日 

 

オ．全体エリア【600 人／日増】 

中心市街地エリア内にある、測定地点①～⑥の歩行者通行量に影響を不える事業として、「中心市街地エリ

アで行われるイベントなどを紹介する情報発信効果による回遊性の向上に伴う歩行者通行量の増加」がある。 
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よって、活性化事業実施による歩行者通行量の増加量の６地点合計は、“約 1,842 人／日”となる。 

（※773＋142＋273＋54＋600＝1,842 人／日） 

 

この増加量に、過去データの指数近似式より推定した６地点合計 9,958 人／日を足し合わせると、11,800

人／日となり、平成 30 年の目標数値 11,709 人／日を達成できる。 

 

〔事業等による増加数の目標〕 

平成 24 年の６地点の歩行者通行量    平成 30 年の６地点の歩行者通行量 

約 11,067 人／日    ↔   約 11,800 人／日 ≧11,709 人／日 

  （※9,958＋1,842＝11,800 人／日） 

 

（２）空き店舗率 

「個性的で魅力のある店舗が集積するまち」の実現に向けて、過去に測定実績がある空き店舗率を評価指標

として設定する。 

中心市街地の商店街においては、経営状況の悪化や後継者丌足などにより、空き店舗が増加している。現地

における目視調査における、JR 草津駅を中心とした中心市街地エリア内の平成２４年の空き店舗率は、10.4%

（全店舗数 724 軒中、空き店舗数 75 軒）である。 

そこで、中心市街地内の低未利用地の活用をはじめとする新たな魅力ある店舗のテナントミックス事業や商

店街での空き店舗テナントミックスやその波及効果としての魅力店舗創出事業等の回遊環境を向上させる取り

組み事業により、平成 30 年の空き店舗率が１0%を切るように 9.5%（空き店舗数６軒減尐）の減尐を見込む。 

 

【数値目標】 

・現状の 10.4%から 9.5%の減尐を見込む 

 

 

 

 

 よって、活性化事業実施による空き店舗率の減尐は 9.5%となり、これが平成 30 年の数値目標となる。 

 

（参考指標）魅力ある新たな店舗の増加数 

「個性的で魅力のある店舗が集積するまち」の実現に向けて、計画期間内に新たに出店する魅力ある店舗

数を参考指標として設定する。計画期間中には、中心市街地活性化のため、新たに出店する店舗のうち、中心

市街地活性化協議会またはまちづくり会社が市場調査等に基づき選考により誘致する店舗出店が予定され

る。 

草津市における中心市街地活性化とは、単に空き店舗や空地がなくなり、店舗が集積すればよいということだ

けでなく、旧商店街エリア等が現在捉え切れていないニーズを満たすような個性的で魅力ある店舗が立地する

必要がある。そのため、空き店舗率の目標指標を補完するため、新たに出店する個性的で魅力のある店舗数

を参考指標として設定する。 

  

＜現状数値：平成 24 年＞ 

10.4%（全店舗 724、空き店舗 75） 

 

＜数値目標：平成３０年＞ 

9.5%（全店舗 724,空き店舗 69） 
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【数値目標】 

・現状の 0 店舗から１８店舗の増加を見込む 

 

 

 

この参考指標は計画期間中に新たに出店する店舗数を対象とするため、平成 24 年時点では０店舗とする。 

個性的で魅力のある店舗の立地に影響を不える事業は、「アニマート跡地テナントミックス事業」と「草津川跡

地テナントミックス事業」や「商店街空き店舗テナントミックス事業」、また、「波及効果としての魅力店舗創出」が

想定される。上記の（１）歩行者通行量で各事業の詳細については記載しているため、以下には想定される店

舗数や内容等をまとめる。 

 

よって、活性化事業実施による魅力ある店舗の増加量は“18 店舗”となり、これが平成 30 年の目標数値と

なる。 

 

（３）福祉・文化・交流施設の利用者数 

「幅広い世代が交流するまち」の実現に向けて、福祉、文化、交流のそれぞれの機能をもつ施設の利用者

の増加数を指標として設定する。 

 

１）過去データから施設利用者数の推計 

福祉・文化・交流施設としては、全市的なまちづくり活動を支えるまちづくりセンターと人権センター、中心市街

地内の市民センターである草津市民センターと大路市民センター、野村運動公園内にある体育館、テニスコー

ト、グラウンド、及びコンサート等が開催され、市民が様々な文化に触れることができるアミカホール、草津宿の

歴史を市民のみならず市外の人にも伝える歴史関係施設として、草津宿本陣、草津宿街道交流館、夢本陣の

合計１１施設が中心市街地内に存在する。 

幅広い世代が交流するまちの評価指標として、上記合計１１施設の利用者数を設定する。 

各施設の平成 30 年度時点の利用者数を推計すると、１１施設合計が 429,007 人／年度となる。 

事業等による平成 30 年度利用者数の増加量は、「（仮称）市民総合交流センター整備事業」（約 4 万人）、

及び「（仮称）野村スポーツゾーン整備事業」（約 5.4 万人）、ならびに「草津宿本陣歴史館整備事業」の機能充

実（約 1.6 万人）を見込む。 

なお、11 施設の中には市民だけでなく市外からも利用される施設があることから、市民利用の状

況をフォローアップするため、参考として市内と市外の利用者数を把握する。 

  

事業名 整備される店舗数 実施時期（想定） 面積（㎡／店） 内容

アニマート跡地テナントミックス 6 平成25年 100 カフェ等飲食

3 100 カフェ等飲食

3 100 物販

2 80 カフェ等飲食

2 80 物販

1 80 カフェ等飲食

1 80 物販

　計 18

商店街空店舗テナントミックス

平成27年

平成26～29年

草津川跡地テナントミックス

波及効果としての魅力店舗創出 平成26～29年

＜現状数値：平成 24 年度＞ 

０（ゼロ）店舗 

＜数値目標：平成 30 年度＞ 

18 店舗 
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【数値目標】 

・事業等により、現状(平成 23 年度)の 448,760 人／年度の 20％以上の増加を目指す。 

 

 

 

 

〔トレンド推計値〕 

・現状の 19,753 人／年度の減尐で、約 4.6％減を推定 

＜現状数値：平成 23 年度＞      ＜トレンド推計値：平成 30 年度＞ 

448,760 人／年度      ↔       429,007 人／年度 

 

〔事業等による増加数の目標〕 

・平成 30 年度トレンド推計値の 109,505 人／年度以上の増加を目指す 

＜現状数値：平成 23 年度＞      ＜数値目標：平成 30 年度＞ 

０（ゼロ）人／年度    ↔        109,505 人／年度 

 

 

 

■数値目標の算出グラフ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

＜現状数値：平成 23 年度＞ 

448,760 人／年度 

＜数値目標：平成 30 年度＞ 

538,512 人／年度 

H23 数値の 20％以上の増

加を目指します。 

109,505 人増 

538,512 

H23から 19,753人減 

448,760×1.2＝538.512人 

トレンド推計値

（H30年度） 

429,007 

※平成 30年度推計値は

平成 21 年～平成 23 年

までの指数近似で算出

した。 

 
(年度) 
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■１１施設利用者数データ 

 

この平成 30 年度トレンド推計値（429,007 人／年度）に活性化事業実施による利用者数の増加量

（109,505 人／年度）を足し合わせて、数値目標の達成を目指す。 

 

 

２）活性化事業実施に伴う施設利用者数増加量の推計 

施設利用者数の増加につながる主な活性化事業は、「（仮称）市民総合交流センター整備事業」と「（仮称）

野村スポーツゾーン整備事業」や「（仮称）草津宿本陣歴史館整備事業」の 3 事業、及び参考としての「草津川

跡地賑わい空間整備事業」である。上記の（１）歩行者通行量で各事業の詳細については記載しているため、

以下には想定される主な整備内容やそれに伴う施設利用者数の増加量等をまとめる。 

 

〔事業等による増加数の目標〕 

・平成 30 年度トレンド推計値の約 109,505 人／年度以上の増加を目指す 

＜現状数値：平成 24 年度＞       ＜数値目標：平成 30 年度＞ 

０（ゼロ）人／年度       ↔    約 109,505 人／年度以上 

 

 

■活性化事業に伴う利用者数増加量 

 

 

 よって、施設利用者数の増加量 110,000 人／年度 ≧109,505 人／年度となり、目標数値を達成す

る。 

 

 

市立まちづくりセンター 91,385 100,967 101,772 * 101,772
草津市民センター 28,345 34,190 28,301 * 28,301
大路市民センター 22,351 32,445 31,417 * 31,417
人権センター 5,912 6,053 7,514 * 7,514
野村運動公園（体育館） 51,191 51,139 54,339 * 54,339
野村運動公園（テニスコート） 18,712 19,323 22,337 * 22,337
野村運動公園（グラウンド） 84,704 79,662 78,611 * 78,611
アミカホール * 76,067 * 76,067 76,067 * 76,067
草津宿本陣･街道交流館 37,000 31,700 29,400 13,995
夢本陣 20,410 21,445 19,002 14,654
計

* データがないあるいは使えないため、H23年度実測値の横ばいを推計値としている。

施設 Ｈ23年度実測値

448,760

H30年度推計値

429,007

Ｈ22年度実測値

452,991

Ｈ21年度実測値

436,077

事業名 主な事業内容
事業実施に伴う
利用者数の増加量

（仮称）市民総合交流センター整備事業
子育て支援機能整備
多世代交流スペース整備
緑地、多目的広場整備

4.0万人

(仮称）野村スポーツゾーン整備事業 体育館建替え 5.4万人

(仮称）草津宿本陣歴史館整備事業 草津宿本陣歴史館新設 1.6万人

計 11万人
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 ※「草津川跡地賑わい空間整備事業」については、正確な測定が困難であるため、参考数値とする。 

 

 

 

 

この増加量（11 万人／年度）に、平成 30 年度の推計値の 11 施設合計 429,007 人／年度を足し合わせる

と、539,007 人／年度となり、これが平成 30 年度の目標数値を達成する。 

 （※110,000+429,007=539,007 人／年度） 

平成 23 年度の 11 施設の利用者数          平成 30 年度の対象施設の利用者数 

448,760 人／年度    ↔   539,007 人／年度 ≧538,512 人／年度 

  

【参考】

事業名 主な事業内容
事業実施に伴う
利用者数の増加量

草津川跡地賑わい空間整備事業
店舗整備（飲食3、物販３）
マルシェ開催
市民活動プログラム実施

約30万人


